
２ 令和４年度の取組 ＜スケジュール＞

令和４年度
リスクマネジメントによる業務改善の推進（内部統制）について

企 画 総 務 委 員 会 資 料
令 和 ５ 年 ６ 月 1 2 日
政策経営部経営改革推進課

１ リスクマネジメントによる業務改善の推進（内部統制）の概要

区では、国が掲げる「内部統制」の仕組みを参考に、区独自の内部統制
の仕組み「リスクマネジメントによる業務改善の推進（内部統制）」とし
て、令和３年度から取り組みを開始した。

◆業務レベルのリスク予防策の整備（リスク評価シートの活用）

自所属が抱える業務上のリスクを再認識し、予防策の整備・運用
状況に対して、自己評価することで、リスク軽減及び業務改善につ
なげる。また。各課の自己評価をもとに、評価部局が独立的かつ一
元的に評価（独立的評価）を行うことで、適正な事務執行に向けた
取組を強化する。

◆全庁的に共通するリスク予防策の整備

独立的評価時に、各課の取組や全庁的に共通する改善事項を抽出
し、好事例の共有や担当課に働きかけを行う。
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◆準公金に関するリスク評価の追加

令和4年度は、令和４年６月の準公金着服事故を受け、準公金
の取扱い部署に対し、「準公金の取扱いに係る点検及びリスク
評価シート」による点検を追加実施した。

リスクの把握・分析・自己確認
（令和４年６～７月）

整備・改善

自己評価
（令和４年11月）

リフレクション
（令和５年３月）

各課で自己評価及び独立的評
価の内容等を踏まえ、取組に
対する気づきや今後の取組の
方向性についてリフレクショ
ン（振返り）を実施する。

各課で選定したリスクとその
予防策について、有効性や課
題に対して自己評価を行う。

各課で業務上起こり得るリス
クについて、影響度や重要度、
発生可能性の高さなどを踏ま
えながら、優先的に取り組む
べき事項を選定する。
（３～５件程度）

独
立
的
評
価

整備・改善

評価部局が各課の自己評価に
基づき、リスクマネジメント
の取組について、独立的かつ
一元的に評価を行う。



＜各課が選定したリスク＞

全78課 381件

４ 全庁に共通するリスクマネジメントの取組事項

○職員に対し、適正な事務執行に向けて、文書や財務に関する研修のほか
コンプライアンス等の職層研修を実施した。

○各所管課が、通知や情報紙の発行等により、全庁に向けてリスクマネジ
メントの啓発を行った。

３ 取組結果

①リスクの把握・分析・自己確認（令和４年６月～７月）
影響度、重要度、発生の高さなどを踏まえ、各課で業務上起こり得る

リスクの選定を行い、全78課において381件のリスクが選定された。

②自己評価（令和４年11月）
各課で選定したリスクに対する予防策の整備状況、運用状況を職員間

で確認し、有効性や課題に対して「不備あり」「不備なし」の指標を用
いて自己評価を行った。
＜評価結果＞ 「不備なし」：339件、「不備あり」：42件

③独立的評価（令和４年11月～令和５年３月）
各課で実施した自己評価結果に対し、不適正な事務の発生防止に向

けた取組みが適正であったか、再発防止策が随時実施されたか等の視点
で「適正」「改善の余地あり」の指標を用いて評価部局（経営改革推進
課）による独立的評価を行った。
＜評価結果＞ 「適正」：381件、「改善の余地あり」：0件

各課が選定したリスク381件については、すでに整備されている予防
策にあっては有効に運用されており、未整備または不備のある予防策に
あっては整備に向けて取り組まれていることから、各課でのリスクマネ
ジメントの取組は、適正に行われていると判断した。

④リフレクション（令和５年３月）
各課で、自己評価及び独立的評価を踏まえ、選定したリスクに対する

予防策の整備状況、運用状況の有効性や課題に対し、「不備あり」「不
備なし」の指標を用いて自己評価を行うとともに、令和4年度の取組の
振返りを行った。
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1 各種手続きの失念

2 情報共有・進捗管理不足

3 マニュアル・法令の理解不足

4 守秘義務違反

5 業務の不作為

6 文書事務手続きの誤り

7 文書（データ含む）の作成誤り

8 文書（データ含む）の紛失・誤廃棄

9 文書（データ含む）の誤送付（交付）

10 書類の偽造・隠ぺい

11 システム処理の誤り

12 システム内容の理解不足

13 システムの不具合・ウイルス感染

14 会計・予算事務手続きの誤り

15 会計・予算事務の遅延

16 納付状況等の確認不足

17 契約事務手続きの誤り

18 不十分な履行確認

19 契約業者（指定管理者含む）トラブル

20 現金・備品等の紛失（破損）

21 釣り銭の間違い

22 不十分な資産管理

23 その他

（※上記のうち、準公金に関するもの）


